Child-related benefits in the Public Assistance : Application of Okabe Principle by 阿部 彩
生活保護制度の給付体系における子どもの費用の扱いの変容と今後の方向性
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1．はじめに
2013 年に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」（平成 25 年法律第 64 号、以下「子どもの貧困
対策法」）が国会の全会一致で成立してから、はや 5 年が過ぎ、子どもの貧困対策の必要性は広く国
民に認識されるようになったと言ってよいであろう。本法律は、広く一般の子どもの貧困にも着目
していることが新しいものの、生活保護制度や児童扶養手当制度などの既存の制度の対象となって
いる子どもについても、一層の支援の拡充を謳っている。実際に、子どもの貧困対策法に基づき、
翌年に制定された「子供の貧困対策に関する大綱」（平成 26 年 8 月 29 日閣議決定）においては、子
どもの貧困に関する指標の全 25 項目のうち 5 項目が生活保護世帯に属する子供に関するものである。
具体的には、以下の 4 つが子どもの貧困対策の実施状況や対策の効果等を検証・評価するため」（大綱、
第 3 条）として挙げられている：
　　⃝　生活保護世帯に属する子供の高等学校等進学率
　　⃝　生活保護世帯に属する子供の高等学校等中退率
　　⃝　生活保護世帯に属する子供の大学等進学率 
　　⃝　生活保護世帯に属する子供の就職率（中学卒業後の就職率）
　　⃝　生活保護世帯に属する子供の就職率（高等学校等卒業後の就職率）
この 5 つの指標はどれも、生活保護世帯に属する子ども（以下、保護世帯の子ども）の「進路」
に係わるものである。生活保護世帯に育った子どもが人的資本を蓄え、将来的に貧困から抜け出す
ことが重要であることは言うまでもない。高等学校に進学・卒業し、大学等に進学したり、就職す
ることによってその確率が改善することと考えられ、これらが子どもの貧困対策の指標があること
には説得性がある。中でも、大学等進学については、それを推奨すべきであるとは多くの論者が主
張するところであり（菊池 2018、岡部 2013 等）、また、その実態解明（桜井・鷲見・堀毛 2018、桜
井 2018）や、世帯分離に関する制度分析（三宅 2015）などがなされている。
本稿は、その先に存在しながら、まだ、充分に議論されていない 2 つの論点に着目する。一つ目
の論点は、生活保護受給世帯（以下、「被保護世帯」）と一般世帯（生活保護を受給していない世帯）
との大学進学率の格差は、「どれほど」大きいと問題であり、逆に、「どこまで」縮小すれば「適切」
であると判断できるのかという点である。保護世帯と一般世帯の進学率に「格差」があることを問
題とする声は多いが（桜井 2018、岡部 2013 等）、保護基準体系全体が一般世帯に比べて相対的に低
いレベルで設定されている現行基準の中で、どのようにその正当性を議論していくのかが焦点とな
る。その際には、どの費用をどこまで保障するべきかという点まで含めて議論しなくてはならない。
二つ目の論点は、大学進学に関する判断（大学進学に関する費用や進学時の世帯分離など）につ
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いては多くの論者が論じているものの、生活保護世帯にて暮らすすべての年齢層の子どもの生活の
質についての議論はあまりなされていないという点である。高校卒業時の子どもの進路選択は、子
どもが生まれてからの学習状況、体験、自己肯定感の育成などのさまざまな要素の積み重ねの結果
であり、それまでに不利の蓄積があるのであれば、高校卒業時点での取り扱いが改善しても、保護
世帯と一般世帯の子どもの進学率格差を抜本的に解消することはできないであろう。これはすなわ
ち、保護基準体系の中において、子どもの生活費に充当するすべてのカテゴリー（生活扶助費、住
宅扶助費、教育扶助費、各種加算など）についての議論が必要ということである。
近年、これら、子どもに係わる生活保護基準は、目まぐるしく改定されてきている。平成 17 年の
生業扶助に導入された高等学校等就学費、平成 21 年に創設された学習支援費といった拡充の一方で、
平成 24 年の改定では生活扶助の算定方法においては子どもの生活扶助（第 1 類費・第 2 類費）の考
え方が初めて見直され、また、、平成 29 年には、教育扶助費の内容が改編された。これらの評価も、
上記 2 点の論点から十分に議論されていない。
本稿では、これらの改定および今後の生活保護制度における子どもへの保障についての方向性を、
上記の 2 つの論点から検討するものである。なお、生活保護制度においては、子どもに対する学習
支援や親への働きかけといったケースワークによる支援も行われているが、本稿においては、保護
基準額（最低生活費）の算定における子どもに関する費用の考え方を分析対象とする。資料としては、
主に、社会保障審議会保護基準部会（以下、「基準部会」）の資料、報告書を用いる。その際に、本
稿が注目する理論は、平成 15 年に設置された「生活保護制度の在り方に関する専門委員会」（以下、「在
り方委員会」）や、長年の社会保障審議会保護基準部会で中心的な役割を果たしてきた岡部卓（首都
大学東京教授、以降敬称略）の論考である。岡部の論考による、「福祉の論理」および「自立」とは
何かという観点から、生活保護世帯における子どもの費用の取り扱いについて検討する。
本稿の構成は以下の通りである。まず、2 章にて、本稿の出発点としての二つの論点を提示する。
次に、3 章にて、本稿が依拠する理論である岡部卓の論考を参照しながら、生活保護制度における子
どもに関する費用を論じる。4 章にて、近年の改正を中心に、現行の生活保護制度における子どもに
関する費用の扱いを説明し、それらの意義と問題点を述べる。最後に、5 章に今後の方向性を述べる。
2．二つの論点
まず、本稿の注目する二つの論点を説明する。被保護世帯の子どもと一般世帯の子どもの大学等
進学率の格差を縮小させるべきであることは、多くの論者が唱えており、政府もそれを目指してい
るものの、その格差を「どこまで」縮小すべきかという点については深い議論がされていない。被
保護世帯と一般世帯の進学率の格差を縮小すべきとする根拠としては、まず、その格差が「大きす
ぎる」という指摘がある（桜井 2018）。桜井（2018）は、自身の推計方法による保護世帯の子どもの
進学率を示し、「この場合の進学格差は 2 倍どころか 4 倍にまで達します」（桜井 2018: 5）と述べて
おり、その格差の「大きさ」自体を問題としている。しかし、格差があることを示しただけでは、
実際に格差がどれくらいまで縮小すれば「許容範囲」なのかについての根拠とはならない。この点は、
生活保護基準（最低生活費）の算定方式の歴史の中における「格差縮小方式」から「水準均衡方式」
への変換を思い浮かべるとわかりやすい。「格差縮小方式」から最低生活費が徐々に引き上げられ、
1987 年に生活保護基準が一般世帯の 6 割の水準にまで達した時に、格差が「適正」なレベルになっ
たとの判断に基づき、昭和 61（1986）年に水準均衡方式に移行している。現行の保護基準においても、
依然として、一般世帯との 4 割の「格差」はあるものの、それをさらに縮小させようという議論は
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喚起されていない。すなわち、「格差が大きすぎる」と認識されることにより「縮小すべき」という
主張することはできるものの、どれくらいの「格差」が「適正」なのかの根拠がない限り、財源を
投入してまで縮小すべきかという点において説得性が少ない。
また、別の観点から、菊池（2018）は、補足性の原理による「資産の活用」において、家電製品
等については当該地域の全世帯における普及率が 70% 以上の場合に保有が認められていることを挙
げ、同じ原理に従えば、すでに進学率が 70% を超えている大学等についても同様に「積極的に支援
すべきとの主張が十分理解できる」としている（菊池 2018: 26）。家電製品等のアナロジーを用いる
ことは、大学等への進学が「認められるべき」ものであり、世帯内進学を認める根拠となるものの、
大学等の教育が「必要」であるとの判断には繋がらない。そのため、進学に係わる費用の追加の給
付等を行うというまでの根拠とはならず、進学に必要な費用については、従来の最低生活費の中か
ら充当するという判断になるであろう。例えば、エアコンの普及率が 70% 以上であればエアコンの
保有は認められるものの、エアコンがない世帯においてエアコン購入のために追加の給付がなされ
るわけではないということと同じである。
義務教育に要する費用が 100% 支給されることについての正当性は誰もが認めることであろうが、
高等教育や校外活動にかかる費用などについても、認められるべきかは、議論の余地があろう。
二つ目の論点は、これまでの議論においては、高校卒業時点における進学が焦点となっているが、
生活保護世帯と一般世帯の子どものさまざまな格差は、子どもが生まれた時点から不利の蓄積の結
果であるという点である。すなわち、大学進学にしても、世帯内進学ができるか、大学の受験料や
授業料を払うことが出来るか、といった論点の以前に、そもそも、幼少期からの学力の格差や体験
の格差が進学できるかという選択肢に大きく影響しているからである。一般的に、子どもの進路は
学力、教育費負担能力、親から子への進学期待に左右される。すなわち、保護世帯と一般世帯の子
どもの進学格差を縮小するためには、幼少期からの学力格差を縮小する必要があり、これは、保護
世帯における年少時点からの子どもの生活費、すなわち、生活扶助費や教育扶助費、各種加算など
に関わってくる問題なのである。
さらに、子ども自身の生活の「質」という観点からは、保護世帯の子どもの生活費を、一般世帯
の子どもの生活費に比べて、どこに位置するべきかという問題がある。最低生活費の中心の生活扶
助は、所得十分位の第 1 分位と均衡するように算定されている。岩永（2018）によると、そもそも、
生活保護法には、「子ども」という概念はなく、「「すべての国民」を「無差別平等」に対象としていて、
子どもを区別して保護するわけではない」（岩永 2018: 66）。しかし、子どもについても、成人と同じ
ように、「一番下の 10% に均衡する」といった理論が成り立つのであろうか。もし、成り立たないの
であれば、どのような理念をもって子どもの生活費を考え、どのような算定方式を用いて、その妥
当性を検討すればよいのであろうか。
3．岡部論考
岡部（2018a）は、近年の被保護世帯の子ども支援やより一般的な「子どもの貧困」対策への注目
を歓迎しながらも、そこで用いられている理念について警報を鳴らしている。岡部（2018a）によると、
「子どもの貧困」が社会的課題として認識され、それが社会的に対処されるべきものとして社会的合
意を取り付ける際に用いられるレトリックとして、二つの潮流があるという。一つ目が、ワーキン
グプアに関する関心の高まりをベースにするものである。非正規雇用の拡大などによって、日本社
会における「ワーキングプア問題（働いていながらも貧困である人々の問題）」が拡大しているとい
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う認識が広まり、そのワーキングプアに扶養されている「子ども」の貧困問題が取り上げられるよ
うになったというものである。すなわち、ワーキングプア問題の付随問題として理解されたことが「子
どもの貧困」への対処が正当化された一つの理由であると言う。ここからの示唆は、子どもの貧困
自体が問題であると認識されたわけでなく、ワーキングプア、すなわち、大人（特に男性）が働い
ているにかかわらず十分な賃金を得ることができない、ということが問題である認識されていると
いうことであろう。岡部（2018a）が批判する二つ目のレトリックが「経済の論理」である。子どもを、
「「未来の労働力」や「政治的・社会的・文化的活動の担い手たる市民」（Ibid.: 255）として捉え、子
どもの貧困対策を「人的投資」「社会的投資」として正当化するレトリックである。
社会における子どもの貧困に関する認識がこのような中において、岡部は、現行の生活保護制度は、
「家族責任論」と「経済の論理」に基づいて展開されていると主張する。その根拠として、生活保護
制度においても、家族による扶養義務が強化されており、また、子どもを有する世帯においては、
世帯内の大人に対する就労支援と、子どもに対しては教育費の支給という政策が中心であるという
（Ibid.:256）。すなわち、被保護世帯の子どもに対する支援を正当化する理論が、子どもへの教育投資
による生活保護からの自立（廃止）であるということが示唆されている。この点については、岡部
の弟子である三宅雄大による論考がさらに詳しく分析を行っており、生活保護制度の実施要領の詳
細な分析から、「つまり、現在の生活保護制度においては、「教育」そのものを「目的」とする観点
は不在で、「子どもの就労自立や「世帯の経済的自立」―そこには「保護の廃止」の可能性が含まれ
ている―のために「教育」を、より根本的には「子ども」を「手段化」する観点のみが採られてい
るのである」（三宅 2015: 11）と述べられている。
岡部（2018a）は、この二つのレトリックに対抗する理論として、「尊厳と自律」の理論に基づく「福
祉の論理」を提唱する。「福祉の論理」とは：
人間として生を受けたならば、どのような状態の子どもにおいても社会が環境を整え直接・間
接に社会・国家が支援する必要があるとする認識―（これが）＜福祉の論理＞である。子ども
が誕生する以上は、能力の序列性を廃し最大限それぞれの「生の可能性」を伸ばす方向で考え
るべきであり、その考え方に立って方策がとられるべきだとする。（岡部 2018a: 255）
岡部が提唱する「福祉の論理」は、国際連合の「児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）」（日
本は 1994 年に批准）などに通じる理論である。子どもの権利条約は、国は「児童の生存及び発達を
可能な最大限の範囲において確保する」（第 6 条）ことを規定している。岡部論考がこの一般理論よ
りもさらに強調するのは「能力の序列制を廃し」というくだりである。すなわち、子どもの貧困が
解決されなくてはならない問題であるのは、その子どもの将来の貢献可能性の多寡
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
に関わりなく、
それぞれの子どもの「最大限」の可能性が貧困によって実現できない状況であることを解決しなく
てはならないというものである。この点は、後述する生活保護制度における教育扶助などをどのよ
うに正当化するかという点において大きな意味を持つ。
それでは、子どもがそれぞれの「生の可能性」を最大限伸ばすためには、何が必要なのであろうか。
これについては、岡部（2010, 2009a, 2009b）を基に検討していきたい。ここで用いられているキー
概念は、「自律」（≠「自立」）である。岡部は、「自立」をこれまで生活保護行政の「経済の論理」
による「経済的自立＝生活保護廃止となる」といった狭い意味のみで捉えておらず、「自立」を「こ
れまでの自立と併せて「広く、自分の置かれた地域の中で様々な社会資源を活用して、自分が選び取っ
生活保護制度の給付体系における子どもの費用の扱いの変容と今後の方向性
18
て自分の生活を実現していく」という「自律」をも内包する概念とすることを提唱している（図 1）（岡
部 2010 など）。この考えは、岡部が委員を務めた社会保障審議会福祉部会「生活保護法の在り方に
関する専門委員会」の報告書にも反映されており、同報告書においては、自立を「日常生活自立」「社
会生活自立」「経済的自立」の三つの概念でとらえている（生活保護法の在り方に関する専門委員会
2005）。
図 1　「自立と自律」の概念　
自立 依存
自律 他律
出所：岡部（2010）
これを換言すると、子どもが将来的に「稼げる」ようになることが生活保護の目的ではなく、自
分自身で地域や他者とつながり、自分で自分の人生の選択をすることができる能力を身につけるこ
とが目的であるということであろう。教育はそのような能力を身につける一つの「場」であるが、
教育だけではそれを保障するものではなく、安定的な家庭生活や、幼少時からの他者とのかかわり、
社会参加、自己肯定感などが必要となってくる。
ここで 1 点付け加えると、子どもの権利条約においては、子どもの将来の可能性を最大限に引き
出すだけではなく、子どもの現時点における生活が満たされているべきであることも唱えている。
現時点の子どもの生活が、将来的には何の影響も及ぼさないものであっても、現時点において子ど
もが不幸であれば、それは問題であるという観点である。そのために、子どもの権利条約には、子
どもの遊ぶ権利や休息をとる権利が規定されており 1、これらは、将来的な「可能性」とはかかわりな
く、子どもの子ども期の Well-being を保障するという視点である。これを生活保護行政に当てはめ
ると、子どもの将来的な可能性を最大限に引き出すだけでなく、生活保護世帯に育っている子ども
期においても一定の生活レベルが保障されるべきであろう。
4．生活保護制度における子どもの費用に関する考え方
それでは、現行の生活保護制度の保護基準体系において、子どもに係わる費用はどこまで保障さ
れているのであろうか。着目するのは、子どもの諸費用が、生活保護のどの「費目」（扶助のタイプ）
で充当されており、また、その金額がどのように設定されているのかである。そのため、通常の生
活保護に関する研究においては、扶助タイプ別（生活扶助、教育扶助等）に分類して論じられてい
ることが多いが、本稿では、子ども関連経費を費目（食費、衣服費、・・・、義務教育費、学校外教
育費、・・・等）毎に分類し、それぞれが保護基準体系において、どのような正当性をもって、どこ
まで保障されているのかを検討する。
1　子どもの権利条約第 31 条では、以下のように規定されている。
　 第 31 条 
　  締約国は、休息及び余暇についての児童の権利並びに児童がその年齢に適した遊び及びレクリエーショ
ンの活動を行い並びに文化的な生活及び芸術に自由に参加する権利を認める。
　  締約国は、児童が文化的及び芸術的な生活に十分に参加する権利を尊重しかつ促進するものとし、文化
的及び芸術的な活動並びにレクリエーション及び余暇の活動のための適当かつ平等な機会の提供を奨励
する。
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子どもの育成に必要な費用は、大きく、（1）住居を確保する費用、（2）子ども自身の生活費（食費、
被服費、光熱費など）、（3）教育・職業訓練に関するものに分けることができる。ここでは、簡略化
のために、これらを「住居費」、「生活費」、「教育費」と呼ぶ。以下にそれぞれについて見ていく。
1）住居費
子どもの有無にかかわらず、住宅に関する費用は家計の中でも最も大きな費目である。保護基準
体系の中でこれを充当しているのは、もちろん、住宅扶助である。それでは、住宅扶助は、「子ども
の住宅」のニーズをどこまで保障しているのであろうか。結論から言うと、住宅扶助の設定方法の
中においては、居住地と世帯人数のみが基準額・特別基準額の設定に影響しており、子どもが世帯
内にいるかいないかという点については考慮されていない 2。
しかしながら、例えば、同じ 2 人世帯であっても、夫婦二人世帯と、母子世帯、特に子どもの年
齢が高くなってきた時の母と息子といった世帯とでは、住宅のニーズが全く異なることは容易に想
像できる。学力に関しても、勉強する場所が確保できるか、勉強机や教科書を置く場所があるかといっ
た住宅の「質」が影響してくる可能性も充分に考えられる。また、子どもの健康や発育についても、
住居の「質」が影響していることが海外の文献では明かになっている。
住宅扶助が、十分な住宅の質の保障をしているのかという点は、子どもの有無に関係なく、生活
保護受給世帯全体の問題として挙げられる。保護基準部会においては、平成 26 年から 27 年にかけて、
集中的に住宅扶助について検討がなされているが、この時の議論はむしろ生保世帯の賃貸住宅がそ
の質に見合わずに住宅扶助の特別基準額いっぱいに設定されているという、いわゆる「貧困ビジネス」
の懸念が中心となっており、住宅扶助の金額がそこに育つ子どもにとって健全な育成を保障するレ
ベルとなっているかとの議論はなされてはいない。保護基準部会第 20 回（平成 26 年 11 月 18 日）
においては、生活保護受給世帯と一般世帯の質の比較を行っている。残念ながら、子どものある世
帯に限った比較は行っていないが、「2 人以上世帯」について比較すると、「住生活基本計画（全国計
画）」（平成 23 年 3 月閣議決定）3 が定める最低居住面積水準 4 を満たしているのは、生活保護受給世帯
では 67%、一般世帯では 86% であり、大きな乖離があった 5。しかしながら、報告書においては「生
活保護受給世帯において、より適切な住環境を確保するための方策を検討することが必要である」（基
準部会　報告書 , p.11）との記載はあるものの、貧困ビジネスの排除の方に力点が置かれており、格
差縮小の必要性は論じられていない。
すなわち、生活保護基準体系の中で、子どもの健全育成に資する特別な住居に関する配慮
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
は行わ
れておらず、また、現行の特別基準の設定方法においては、国が定める最低居住基準基準を満たす
2　厚生労働省社会保障審議会（保護基準部会）第 16 回（平成 26 年 3 月 4 日）、資料 2「住宅扶助について」．
3　 住生活基本法（平成 18 年法律第 61 号）は、政府が国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する
基本的な計画を定めなければならないとしている。
4　（1） 単身者 25㎡
　（2）2 人以上の世帯 10㎡×世帯人数＋ 10㎡
　 注 1 上記の式における世帯人数は、3 歳未満の者は 0.25 人、3 歳以上 6 歳未満の者は 0.5 人、6 歳以上 10
歳未満の者は 0.75 人として算定する。ただし、これらにより算定された世帯人数が 2 人に満たない場合
は 2 人とする。
　 2 世帯人数（注 1 の適用がある場合には適用後の世帯人数）が 4 人を超える場合は、上記の面積から 5％
を控除する。
5　厚生労働省社会保障審議会（保護基準部会）第 20 回（平成 26 年 3 月 4 日）、資料 2「住宅扶助について」．
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ことができていない世帯が約 3 割も存在する。　　　　　
2）　食費・被服費・その他生活費　（生活扶助　第 1 類費・第 2 類費）
生活費は子どもの生活そのものにかかる費用であり、食費、被服費、光熱費、家具什器費等、生
活をするために必要な費用全般を指しており、これらは、「生活扶助」の中で充当されている。承知
の通り、生活扶助は第 1 類費と第 2 類費に分けられており、第 1 類費は「食費・被服費等の個人単
位の経費（年齢別）」、第 2 類費は「光熱費・家具什器当の世帯単位の経費及び地区別冬期加算（世
帯人数別）」と区分されている 6。また、生活扶助の中には、第 1 類費と第 2 類費のほかに、妊産婦加
算や障害者加算、母子加算、児童養育加算など、特別な経費を賄うために追加に給付される費目が
ある。
まず、子どもに係わる費用にうち、第 2 類費に分類されている費目については、世帯員に子ども
を含むか否かは考慮されず、子どもも大人も 1 世帯員として数えられる。
しかし、食費、被服費などの個人単位の経費をカバーしている第 1 類費、児童養育加算、母子加
算については、子どもに関する経費が大人にかかる経費とは異なる扱いがされている。それでは、
子どもの第 1 類費はどのように決められているのだろうか。
（ア）生活扶助基準の改定方式の妥当性
これを理解するためには、これまでに行われている生活扶助の改定方式の検証作業について知ら
なくてはならない 7。生活扶助基準の改定方式は、昭和 58 年に「当時の生活扶助基準が一般国民の消
費実態との均衡上、ほぼ妥当な水準に達した」8 と確認されたことにより、格差縮小方式から水準均衡
方式に転換されて以来、一般世帯の消費水準と比較するという手法を用いて検証がなされている。
具体的には、総務省「全国消費実態調査」の中から、標準世帯（夫婦子 1 人世帯）を取り出し、「生
活扶助」に相当する（貴重品や車など生活保護世帯によって所有されないものを除く）消費支出の
平均を、所得十分位ごとに計算し、その第 1・十分位と、生活扶助基準を比較している。
比較の対象とするのが、第 1・十分位で妥当かどうかという点については、これまでも何度も指摘
されてきており 9、生活扶助の検証において最も注目されている論点である。これについては、基準部
会においても、最も多くの時間を割いて丁寧な検証を行っており、平成 25 年、29 年においては、再
6　厚生労働省社会保障審議会（保護基準部会）第 2 回（平成 23 年 5 月 24 日）、資料 2．
7　 平成 16 年の「生活保護制度の在り方に関する線も委員会」による報告書により、生活扶助基準の妥当性
を検討する検証は 5 年毎に行うことが提言され、過去 3 回は平成 19 年、24 年、29 年に基準部会によっ
て行われている。
8　厚生労働省社会保障審議会（保護基準部会）第 24 回（平成 28 年 7 月 15 日）、資料 2．
9　例えば、平成 25 年の基準部会報告書においては、以下が言及されている:
　　　 「全所得階層における年間収入総額に占める各所得五分位及び十分位の年間収入総額の構成割合の推
移をみると、中位所得階層である第３・五分位の占める割合及び第１・十分位の占める割合がとも
に減少傾向にあり、その動向に留意しつつ、これまで生活扶助基準検証の際参照されてきた一般低
所得世帯の消費実態については、なお今後の検証が必要である。
　　　 とりわけ第１・十分位の者にとっては、全所得階層における年間収入総額に占める当該分位の年間
収入総額の構成割合にわずかな減少があっても、その影響は相対的に大きいと考えられることに留
意すべきである。
　　　 また、現実には第１・十分位の階層には生活保護基準以下の所得水準で生活している者も含まれる
ことが想定される点についても留意が必要である。」（基準部会　平成 25 年報告書）
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度、変曲点という概念を用いて、第 1・十分位を比較対象とすることの妥当性が検討された。これに
ついての詳細は省くが、その結果として、平成 29 年の検証においても第 1・十分位は概ね妥当であ
ることが確認されている 10。
標準世帯の生活扶助費のレベルが確認された後、実際の生活扶助体系は、それを第 1 類費と第 2
類費に分け、さらに、第 1 類費については各世帯員の年齢構成と世帯人数、級地、第 2 類費につい
ては世帯人数と級地を指数化して、決定される。この一連の作業は、「展開」と呼ばれている。
（イ）　子どもの生活扶助第 1 類費
本稿の関心としては、子どもの健全育成を考えた際に、この生活扶助の考え方が妥当であるかと
いう点である。上記の比較検証は、食費、被服費など、それぞれの費目について別々に検証してい
るわけではない。比較されているのは、生活扶助でカバーされる日常的生活費のすべてを合算した
値である。家計の費目の中においては、子どもの健全育成のために必要な「最低限」のレベルが一
般世帯のどの分位と比べるべきかが異なるものもあろう。例を挙げれば、子どもの娯楽費（遊園地
に行く、旅行に行く等）については、一般世帯の第 1・十分位の子どもの消費レベルでも「最低限」
の保障には十分であるかも知れない。しかし、子どもの食費や被服費についても同じことが言える
であろうか。食費や被服費については、「平均並み」の費用が必要であるという論点は十分に考えられ、
そのような費用についても、（夫婦＋ 1 人世帯の）所得が最も低い 10% の一般世帯の消費支出と同額
としていることの妥当性が懸念される。
第二に、そもそも、食費・被服費などの衣食住以外の子どもに関する費用においても、第 1・十分
位と同等でよいのかという論点がある。日本においても、子どもの置かれた経済状況によって、教
育格差だけではなく、野外活動や芸術・スポーツ観戦、家族旅行や季節の行事などの体験の格差が
あり、また、貧困世帯の子どもは、そうでない世帯の子どもに比べて、放課後の習い事や部活動、
身体を動かす遊び等活動が少なく、一人で過ごす時間が長いこと等が多くの自治体で行われている
子どもの生活実態調査から明らかになってきている 11。これらは、どれも子どもの将来的アウトカム
に影響すると考えられている。これら子どもに係わる費用のうち、塾や習い事の費用などの「学校
外活動費用」については、のちに述べる児童養育加算や教育扶助の一部である学習支援費において、
中間層のレベルまで賄われてている 12。しかしながら、例えば、子どもを海水浴に連れていく、動物
園に連れていく 13、誕生日のプレゼントをあげる、外食を楽しむといった費用については、「学校外活
動費用」に含まれておらず、そのほかの第 1 類費と同じように、第 1・十分位と同等に設定されてい
る。子どもに対する保障として、これが十分であるのかは検討の余地があろう。
   
10　保護基準部会　報告書（平成 29 年 12 月 14 日）．
11　 子どもの体験や身体活動、孤立している確率などが社会経済階層によって統計的に有意な差が見られる
ことは、近年、各地で行われている自治体による子どもの生活実態調査によっても明らかになっている。
例えば、東京都（2017）「子供の生活実態調査報告書」を参照のこと。
12　 このうち、家庭内教育費にあたる部分（本や参考書、ドリルの購入費等）については、2009 年に教育扶
助の一環として設けられた学習支援費に含まれていたが、2018 年改正において、生活扶助の一部である
児童養育加算に吸収されている。
13　 これらについては、子どもについての費用のみならず、一緒に行く大人の費用も必要であることも忘れ
てはならない。
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（ウ）　第 1 類費の年齢指数
生活扶助費における子どもの費用は、第 1 類費の「展開」の手法にも影響される。「展開」の際には、
年齢階級別に指数（比率）が設定されており、その指数に基づいて、各年齢階層の第 1 類費が決定
されている。この年齢指数は、従来は、年齢層別の栄養所要量によって定められていた。これは、
第 1 類費の最も大きい費目が食費であった時代の名残であり、そのため、年齢指数は、12-17 歳をピー
クとする山型となっていた。しかし、相対的に食費が第 1 類費に占める割合が減少した昨今におい
ては、「栄養所要量を参考に基準設定を行うことの妥当性」14 が検討されるべきであるとして、平成 25
年検証の際には、この年齢指数の見直しが行われている。具体的には、「全国消費実態調査」から所
得の第 1、十分位の層を抽出し、その層における第 1 類費に分類される費目の消費額を年齢階層別に
集計を行っている（厚生労働省社会保障審議会保護基準部会　報告書（平成 25 年）, 6 頁）。その結果、
消費の実態は、60-69 歳が最も高く、子どもについては、0-2 歳、3-5 歳については実際の消費の方が
高い比率、6-11 歳、12-19 歳については、低い比率となっていた（表 1）。
表 1　生活扶助の第一類費の年齢間の比率（0-2 歳の消費実態額を 1 と設定）
0-2 歳 3-5 歳 6-11 歳 12-19 歳 20-40 歳 41-59 歳 60-69 歳 70 歳以上
消費の実態 1.00 1.03 1.06 1.10 1.12 1.23 1.28 1.08
生活扶助基準 0.69 0.86 1.12 1.37 1.31 1.26 1.19 1.06
出所：厚生労働省社会保障審議会保護基準部会　報告書（平成 25 年）, 6 頁 .
同様の検証は、平成 29 年にも行われており、さらに、平成 29 年の検証においては、第 1 類費の
年齢区分が従来の 8 区分から 6 区分とされた。17 歳以下の子どもについては、0-5 歳の未就学時期、
6-11 歳の小学生時期、12-17 歳の中高生時期の 3 区分となった。この理由は、「就学状況により必要
な生活費にも変動が考えらえる」15 からである。検証の結果は、表 2 の通りである。
表 2　生活扶助の第一類費の年齢間の比率（全年齢平均の消費実態額を 1 と設定）
0-5 歳 6-11 歳 12-17 歳 18-64 歳 65-74 歳 75 歳以上
消費の実態 0.97 0.99 1.04 1.03 0.98 0.89
生活扶助基準 0.78 0.94 1.07 1.06 1.00 0.92
出所：厚生労働省社会保障審議会保護基準部会　報告書（平成 29 年）, 18 頁 .
この 2 回の年齢階層指数の改定による子どもの第 1 類費への影響を総合して見ると、概ね、就学
前などの年少児については、指数が引き上げられ、年齢の高い層、特に中高生については、指数が
引き上げられている。これは、すなわち、年少児については、第 1 類費が相対的に引き上げられて
きたものの、中高生については、引き下げられることになったことを意味する。
3）　子どもの育成に係わる特別な経費　（児童養育加算・母子加算）
2）で述べたように、子どもにかかる日常的生活費は、基本的に第 1 類費と第 2 類費で賄われてい
14　厚生労働省社会保障審議会（保護基準部会）第 8 回（平成 23 年 12 月 13 日）、資料 4．
15　厚生労働省社会保障審議会（保護基準部会）平成 29 年報告書、p.12．
人文学報　No.515−3（社会福祉学　35）2019.3
23
るが、一部の費用については、追加で加算されている。それが、児童養育加算と母子加算である。
加算は、一般世帯の消費実態にて把握することができない「特別な経費（需要）」を賄うものであり、
このロジックは例えば障害者加算では明かであろう。一般世帯における障害者の割合は微少である
ので、一般世帯の状況を見ても、障害を持つことによって必要となる追加の費用は見ることができ
ないからである。しかしながら、子どもの加算に関して言えば、このロジックは正確には当てはま
らない。何故なら、第 1 類費・第 2 類費の検証にベースとして用いているのは子 1 人の標準世帯で
あり、既に、子どもがいることが前提となっているからである。換言すれば、第 1 類費・第 2 類費
の検証の際の一般世帯の消費実態の中には、既に、子どもに係わる経費は含まれている。子どもに
係わる加算を検討するためには、このことを念頭に置いておかなくてはならない。
（ア）児童養育加算
まず、児童養育加算から見てみよう。基準部会における厚労省の説明では、児童養育加算は、「児
童の教養文化的経費、健全育成に資するためのレクリエーション経費等の特別需要」16 に充当するも
のである。しかし、その金額については、歴史的には児童手当（子ども手当）と連動して設定され
てきている（岩永 2018）。これは、そもそも、児童養育加算の発端が、1972 年に創設された児童手
当に伴うものであったからである。1972 年以降、児童手当は、少子化対策として多くの改変を経て
きたが、その金額の根拠は明確に示されているわけではない。そのため、基本的には、児童養育加
算の金額の妥当性は、「児童手当の金額と同等とする」であったと言わざるを得ない。
この背景には、被保護世帯においては、児童手当など他の社会保障給付を収入認定しなくてはな
らず、そのために、一般施策として「すべての」子どもを対象とするはずの児童手当が、被保護世
帯の子どもには実質的には届かないという制度上の制約がある。そのため、児童手当と同額の児童
養育加算を設けることにより、被保護世帯においても、児童手当の恩恵が届くようにするという工
夫がなされていたのである。しかしながら、基準部会において、一般世帯の消費実態との比較を用
いて生活扶助を検証するようになって、このロジックに矛盾が出てきてしまった。何故なら、一般
世帯の所得には当然ながら児童手当が含まれており、一般世帯の消費は、この児童手当も加えた上
での支出であるからである。
これを踏まえて、平成 29 年検証においては、児童養育加算の妥当性を、児童手当から切り離して
検討し直している。以下が、報告書の検証結果である：
〇 夫婦子 1 人世帯の年収階級第 1・十分位の学校外活動費用の平均額が約 6 千円であるのに対し、
中位階層（年収階級第 5 ～ 6・十分位の平均）の平均 30 額は約 1 万 6 千円であり、1 万円の
差が確認された。
〇 なお、現行の児童養育加算の対象者は児童手当制度に倣い、中学生までとしているが、子ど
もの健全育成にかかる需要については、高校生にも必要であると考えられる。（生活保護基準
部会　報告書（平成 29 年）, 29-30 頁）
すなわち、平成 29 年検証にて、児童養育加算のロジックが、「児童手当との連動」から、「一般世
16　厚生労働省社会保障審議会（保護基準部会）第 19 回（平成 26 年 10 月 21 日）、資料 3．
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帯の第 1・十分位と中位階層の「学校外活動費用」の差」に定義されなおされたのである 17。「学校外
活動費用」とは、「書籍、月謝類などの子どもの社会活動費用、補習教育費、交通費など」18 が含まれる。
一方で、これまで、生活扶助ではなく、教育扶助の一環である「学習支援費」で賄われてきた家庭
内の教育費用（家庭で購入するドリルや参考書、図書費など）については、学校のクラブ活動の費
用などに限定され実費支給となった。
このロジックの変更は、大きな意味を持つ。まず、第一に、少なくとも、「学校外活動費用」につ
いては、低所得層（第 1・十分位）ではなく、中位層の支出レベルまでが生活保護制度にて保障され
るべきであるという理念が組み込まれたことである。子どもの健全育成のためには、「中間層並み」
の費用が必要であるというロジックを生活扶助の体系の中に導入したことは意義深い。現時点では、
これはあくまでも「学校外活動費用」に限られたものであり、生活費の他の項目は、依然として、
第 1・十分位との比較により妥当性を検証されている。しかしながら、子どもの社会活動や体験活動
などは、そもそもその他の生活費との線引きが難しく、逆に言えば、「教育費（塾、習い事費）」以
外の子どもの経費についても、このロジックを当てはめることは可能であり、妥当だと言える。
また、これに関連して、子どもの健全育成のための「特別経費」を、教育扶助ではなく、生活扶
助にて充当することは、子どもの貧困対策は教育に限らないという理念にも通じる。
一方で、懸念すべき点もある。まず、ここで「1 万円」の根拠となる「学校外活動費用」に含めら
れている費用が、どこまで、以前の学習支援費で挙げられていた家庭内の学習費用に含まれている
のかの点である。文面を読む限り、ここでは、書籍のほかは、塾や習い事の費用が含まれると考え
られるが、家庭内の子どもの学習資源としての学習机や PC、本棚といった費用が含まれていないよ
うに見える。また、「平均値」をとっているものの、この平均値が「すべての子ども」の平均値であ
るとすれば、この費用は、子どもの年齢や、子どもが高校受験や大学受験をするか等によって大き
く異なる考えられ、「1 万円」が十分な子どももあれば、大きく不足する子どももあろう。また、制
17　 この点については、国会議員からも質問もあがっている。初鹿明博衆議院議員が以下の質問を衆議院に
提出している：
　　　 そもそも児童養育加算は、一般世帯に支給される児童手当が生活保護受給世帯では収入認定されて
しまい、生活扶助費が減額され増額とならないことから、児童手当と同等の水準で支給することに
より、一般世帯との均衡を図るために設けられているものだったはずです。（中略）三歳未満の支給
額を減額し、高校生を支給対象としたことを見ると、児童養育加算を児童手当と連動させるという
考え方を変更したのでしょうか。そうであるなら、児童養育加算とは何のための加算なのでしょうか。
加算となる根拠をお答えください。
　　　 　児童手当で三歳未満の子どもへの支給額が高くなっているのは、三歳未満の子どもの方が子育て
に要する費用がより大きいということから五千円を上乗せしていると理解していますが、生活保護受
給世帯ではこの三歳未満の子育てに要する、かかりまし費用をなぜ考慮しないこととしたのか、理
由を説明してください。」（初鹿明博、平成 30 年 2 月 13 日質問第 74 号）
これに対する答弁は以下であるが、基準部会の報告書を引用しているだけであり、明確な答えは返ってき
ていない：
　　　 お尋ねの「加算となる根拠」及び「かかりまし費用」の意味するところが必ずしも明らかではないが、
児童養育加算は、生活保護受給世帯の子どもの健全育成に資する費用等の特別な需要に対応するもの
であり、その額及び対象者の範囲については、社会保障審議会生活保護基準部会報告書（平成二十九
年十二月十四日）において、「夫婦子・・・（略）・・・れる」とされており、これらを踏まえて、児
童手当の額及び対象者の範囲とは別に、平成三十年見直しの案を作成したものである。　（内閣衆質
196 第 74 号　平成 30 年 2 月 23 日）
18　厚生労働省社会保障審議会（保護基準部会）第 34 回（平成 29 年 11 月 30 日）、資料 3．
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度的な面を挙げると、児童手当と切り離されたことにより、高校生への支給が可能となったものの、
3 歳未満の子どもについては、実質減額となったこと、今後、児童手当等が拡充される時などに、そ
れが瞬時 19 には生保基準に反映されないことが挙げられる。
イ）母子加算
母子加算は、1949 年と生活保護制度の初期に創設された加算であり、その目的は、「ひとり親世帯
である被保護者に対し、貧困の連鎖の防止や子どもの教育 機会を確保するためのものとして支給」
され、ひとり親世帯であることの追加経費を賄うものとしている。岩永（2018）は、1980 年の中央
社会福祉審議会生活保護専門分科会の中間とりまとめを引用し、母子加算のロジックを以下のよう
に説明している。
　「母子については、配偶者が欠けた状態にある者が児童を養育しなければならないことに対応
して、通常以上の労作に伴う増加エネルギーの補填、社会的参加に伴う被服費、片親がいない
ことによる精神的負担をもつ児童の健全な育成を図るための費用などが余分に必要になる」（中
央社会保障審議会生活保護専門分科会　1980、in 岩永 2018）
しかしながら、制度的には、1960 年以降、母子加算は福祉年金と均衡を保つために増額されてお
り（岩永 2018）、上記のロジックとの直接的な関連は希薄であった。岩永（2011）によると、1970
年代の母子加算の説明として、厚生省は「加算について、生活保護独自に需要を測定できないが、
既得権もあり廃止することはできないのだ、と率直に説明した」。しかし、この母子世帯における（二
親世帯に比べて）追加的に必要な経費（これを「かかり増し費用」と呼ぶ）がどれくらいの金額に
なるのか、また、そもそもそれが存在するのか、すなわち、母子加算の根拠となるロジックが確立
していないことは、母子加算がとりわけ政治的に翻弄されてきたことの一つの理由でもあろう。
2000 年代に入ってからは、母子加算は改革の流れに翻弄され、2005 年から 2009 年にかけて段階的
に廃止され、その後、民主党政権となった 2009 年 12 月に復活している。
そこで、平成 29 年検証においては、今一度、母子加算の妥当性を確かめるべく、ひとり親世帯と
ふたり親世帯において、必要経費がどれくらい異なるのかを検証した。具体的には、消費実態調査
を用いて、ひとり親世帯において、ふたり親世帯と同程度の生活水準（生活水準は固定的経費の支
出総額に占める割合にて測定）の得るために必要な金額の推計を行った。その結果、約 13 万円の「か
かり増し費用」が必要であるとの結果を得ている。
長年の懸念であった母子加算のロジックを、データをもって示すことができたのは、平成 29 年検
証の一つの成果であろう。しかしながら、この手法が今後も有効であるのかは留意が必要である。
4）　教育費
生活保護制度における教育費の取り扱いについては、岡部（2013）に詳しい。表 3 は、家庭が支
出する教育費の費目を、1）学校（内）教育のために必要な費用（授業料、給食費、教材費など学校
で徴収される経費、文房具、体育用品、実験実習費など定期的に支出が必要なもの、レコーダー、
19　 理論的には、児童手当が拡充されることにより、一般世帯の子どもに関する支出が拡大し、それが検証
時点にて保護基準に反映されることこととなる。
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ピアニカ、裁縫セット、絵の具セットなど単発的に必要なもの）、2）学校外教育（クラブ活動費、
家庭内の図書費用、ドリル・参考書の費用、塾・家庭教師・習い事など）、3）その他の学校に係わ
る費用（入学準備金、修学旅行費など）に分けて、それぞれが、生活保護にてどの範囲まで給付さ
れているのかを整理したものである。なお、平成 29 年の改定によって、給付構成が大きく変更して
おり、表 3 にはその変更を記している。生保の該当カテゴリーは、黒字で示している。
表 3　　生活保護制度における教育費保障の範囲
教育費の費目 平成 28 年 4 月時点 平成 29 年改定以降（平成 30 年 10
月 ~）
授業料 授業料 小中学校：公立　（無償）
高等学校：生業扶助技能習得費（高等学校等就学費）公立高校のみ
大学以上：給付なし
学校教
育に必
要な費
用
定期的にかかる費
用：
学用品、体育用品
費、実験実習費、
教科外活動費など
教育扶助（小中）、生業扶助技能習
得費（高等学校等就学費）（高）：
基準額（月）
小学生 2,210 円、中学生 4,290 円、
高校生 5,450 円
教育扶助（小中）、生業扶助技能習
得費（高等学校等就学費）（高）：
基準額（月）：
小学生 2600 円、中学生 5000 円、
高校生 5,200 円
単発的に必要な費
用：学用品・楽器
など
実費（申請に基づく）
　教材費（*1） 実費 実費（申請に基づく）
給食費・交通費 実費 実費（申請に基づく）
クラブ
活動
学校のクラブ活動
等（*2）の費用
学習支援費：
小学校 2,630 円、中学校 4,450 円、
高校生 5,150 円
学習支援費：
学校のクラブ活動等（*2）に要す
る費用の実費支給（申請に基づく
家庭内
学習費
用
家庭で購入するド
リルや参考書、図
書費など
生活扶助（児童養育加算）：
　に吸収
学校外
学習費
用
塾・習い事・家庭
教師など
給付なし
入学準
備金
制 服 や ラ ン ド セ
ル・カバンなど入
学時に必要となる
費用
給付あり
修学旅
行費
修学旅行に関する
費用
義務教育段階は文部科学省の就学援助制度から支給、高校生には文部
科学省の高校生等奨学給付金の活用やアルバイトなどにより負担
*1　教材代とは、正規の教材として学校が指定するもの
*2　クラブ活動等とは、「学校のクラブ活動のや課外の部活動のほか、地域住民や生徒等の保護者が密接に
関わって行われ鵜活動やボランティアの一環として行われる活動も含む」。（厚生労働省・援護局長　社援
発 0904 第 2 号）。
出所：厚生労働省「生活保護制度における生活扶助基準額の算出方法（平成 30 年 10 月）」を基に筆者整理．
1）学校（内）教育に必要な費用（授業料・教材費・給食費・交通費）
義務教育（小中学校）
まず、学校（内）教育に必要な費用については、義務教育段階については公立学校に限り教育扶
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助として賄われている。この中には、授業料、教材費 20、給食費など学校にて徴収される経費のほかに、
通学のための交通費など就学に必要な実費が支払われている。これらのほかにも、文房具や体育用品、
楽器（レコーダーやピアニカなど）や絵の具セット、習字セット、裁縫セット、実験実習費など、
学校の授業のために用意しなくてはいけない物品は多々あり、これらについては、教育扶助費の基
準額（定額）にて賄うこととなっている。基準額の金額は、第 1 学年を除く平均値を用いることとなっ
ていた。
平成 29 年の基準部会報告書においても、教育扶助の基準額部分については「文房具などの日常的
に必要な費用については、平均的な費用を金銭給付として支給する現行の方法が適当である一方、
体操服や楽器など、購入時にまとまった一定の額が必要となる費用については、実費で支給するこ
とが考えられる」21 としている。これを踏まえて、平成 30 年の改正は、基準額部分の金額を「一般家
庭の平均的費用の実態を踏まえ」て設定されており、従来より、若干引き上げられている。また、
楽器購入費については基準額から切り離して「実費支給」となった。
すなわち、少なくとも、義務教育の学校内教育に関する費用については、「一般家庭の平均的費用」
に準ずるレベルの費用が給付されるべきという判断がなされている。
高等教育
高等教育は、生業扶助の「技能習得費における高等学校等就学費」として生活保護制度にて対応
されている。この制度は、2005 年に「在り方委員会」による提言に基づき創設されたものである。
高等教育については、義務教育ではないため、被保護世帯の子どもにてそれを可能にするためには、
教育扶助とは異なるロジックが必要であった。「在り方」研究会が掲げた理由は、高校進学率が「一
般的」であること、また、「貧困の再生産」の防止という二つであった。
　「しかし、高校進学率の一般的な高まり、「貧困の再生産」の防止の観点から見れば、子供を
自立・就労させていくためには高校就学が有効な手段となっているものと考えられる」（生活保
護制度の在り方に関する専門委員会　報告書）
この制度の創設により、世帯分離せずに高校進学することが可能となり、また、公立高校に限っ
て授業費、学校内教育費が支給対象となった。単に、高等教育が「認められた」だけではなく、そ
の費用についても充当されたことは意義深い。家電製品に例えて言えば、エアコンの普及率が高まっ
たのでエアコンの所有を認めるだけでなく、エアコンの費用をこれまでの給付に加えて支給すると
いうことと同等だからである。すなわち、費用を加算するということは、それを保障することであり、
実質的に高等教育をすべての被保護世帯の子どもの権利として認めたということに他ならない。当
時は、（一般世帯における）子どもの貧困は政策課題として認識されておらず、高校無償化といった
政策は議題にも挙がっていない。すなわち、一般の低所得世帯においても、高等学校の費用が賄う
ことができなければ、高校進学することが不可能な時期である。換言すれば、高等教育が、一般世
帯の子どもに先行して、被保護世帯の子どもに認められたこととなる。
しかし、この保障は公立高校に限られている。平成 29 年検証においても、高校においては、依然
20　 ここで言う「教材費」は、学校で配布される副読本、ワークブックなどのために学校にて徴収される費
用である。
21　厚生労働省社会保障審議会（保護基準部会）平成 29 年報告書、32 頁．
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として、「公立学校」に相当する費用との判断がなされている。基準部会報告書（2017）においては、
以下の見解が出されている：
エ 高校の就学費用
○ 高等学校等就学費については、一般世帯との均衡や他法他施策との関係を踏まえて、公立学
校に相当する費用を支給対象の範囲として設定している。
○ 私立高校の就学費用については、教育施策において様々な対応が検討されているところであ
り、生活保護制度では、それ以外の部分への対応として、高校受験に際して、入学考査料の支
給回数が 1 回限りとなっている現行の取扱いを改め、複数回の支給を認めることが適当である。
（基準部会報告書（平成 29 年）、33 頁）
現在、すべての子どもに公立高校への入学が保障されているわけではなく、むしろ、公立高校が
私立高校よりも、より多くの学習資源を投入しなくては合格できないといった現状においては、現
行の生活保護制度においては、高等教育が「保障」されているとまでは言い切れないところである。
2）学校外教育費（クラブ活動、家庭内学習費）
1）は、学校（内）教育に必要な経費をみているが、今日においては、子どもは義務教育段階から、
さまざまな学校外で行われている教育活動に参加している。家庭内においては、子どもに対する本
や参考書・ドリルなどを買い与えており、また、学校内外において野球やサッカーといったクラブ
活動を行うことは日本の子どもにおいて一般的な活動となっている。これらの重要性を鑑み、平成
21 年より学習支援費が新たに教育扶助に加えられた。学習支援費は、家庭内における学習に関する
費用（図書、参考書、ドリルなどの購入、家庭内学習やクラブ活動への参加費）を賄うものとして
位置付けられたものである。平成 30 年までは、学習支援費は、定額を、小・中学生・高校生がいる
世帯の給付に上乗せする形で給付されており、その、給付額は、クラブ活動費（課外の部活動含む）
と家庭の中で購入する学習に関する費目（学習机、本棚、パソコン、参考書、問題集、パソコンソ
フト、図書費）について、一般世帯の平均額をもって決定されていた 22。
しかし、平成 30 年の改正により、学習支援費は、大幅にその内容を改変されている。まず、学習
支援費の範疇が、教科外活動費用であるクラブ活動費用に限定された。また、これまでは定額支給
であったものが、実費支給となり、これについても、領収書や学校からの書類などの証拠を提出す
る必要が生じることとなった（厚生労働省社会・援護局 2018）。
イ 学習支援費
○ 子どもの健全育成にかかる費用について、家庭内学習費用などの学校外活動にかかる費用へ
の対応を児童養育加算において評価すると整理する場合には、学習支援費においては、学校教
育費用のうち、教科外活動費用であるクラブ活動費用として、活動の状況に応じて必要な費用
が賄える水準を、実費で支給することが考えられる。（基準部会報告書（平成 29 年）、32 頁）
一方、家庭内で購入する参考書や勉強机、パソコンなどの学習費用については、生活扶助の一部
22　厚生労働省社会保障審議会（保護基準部会）第 32 回（平成 29 年 9 月 29 日）、資料 3-1.
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である児童養育加算にて対応することになった。前述したように、児童養育加算は、児童手当との
均衡というロジックから、一般世帯の第 1・十分位と中間層との差額を埋めるというロジックに転換
しており、高校生まで対象が拡大されたものの、小中学生においては、金額は殆ど変わらない。つ
まり、平成 30 年改正によって、定額で各世帯にて自由に使える費用から、クラブ活動の実費と変更
となったのである。
5．生活保護制度における子ども支援のあり方
4 章においては、現行の生活保護制度における子どもの費用の扱いについて整理をしてきた。ここ
からは、岡部論考を手掛かりに、今後の生活保護制度における子どもの扱いの方向性について述べ
たい。まず、現行の生活保護制度における子どもの各支出費目の金額がどのようなロジックで決定
されているかを整理すると以下のようになる。
表 4　保護基準における子どもの支出費目とその金額設定のロジック
費目 一般世帯との比較
住宅費 規定なし
食費・被服費等 第 1･ 十分位と均衡
家族旅行、玩具、等 第 1･ 十分位と均衡
家庭内学習費（参考書、机、PC など） 第 1･ 十分位と均衡＋児童養育加算（1 万円）
学校外活動費用（塾・習い事・本など）
ひとり親世帯のかかり増し費用 追加給付
授業料 小中高（公立）
文房具・体育着など定期的にかかる費用 平均
楽器等単発的にかかる費用 実費
給食費・教材費 実費
クラブ活動費 実費
これを見ると、子どもに係わる費用が大きく教育費関連と生活費関連に分けられ、前者について
は少なくとも小中学校・高校（公立）については、実費が認められている。これが、2005 年に高等
学校まで含まれるようになった点は大きな進歩であり、これは岡部卓が委員であった「在り方委員会」
の大きな功績と言えよう。特に、その費用がすべての子どもに給付されるようになったことは、高
等学校が子どもの権利として認められたことであり、1958 年に高等学校等の世帯分離就学が認めら
れるようになった際には「優秀者」（投資先としての価値がある子ども）対策として理論づけられた（岡
部 2018b）、すなわち、岡部の言う「経済の論理」によるものであったことを考えると、大きな進歩
である。しかしながら、権利として認められたのが公立学校のみであることは、高等学校において
すべての子どもに公立高校の席が用意されているわけではない現状において、すべての子どもに高
等学校を保障したとは言えず、一般施策における高校無償化政策を横目で見ながらも、拡充が検討
されるべきであろう。
また、教育費がカバーする費目に関しては、「学校内」で必要なものは給付をする、という概念は
確立したように思える。多くの費目が実費となり、平均額では十分ではなかった支出においても認
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められるようになっている。岡部（2013）では、被保護世帯の子どもが少なくとも義務教育におい
ては一般世帯の子どもと同様にすべての教育場面に参加できるようにするべきであることが指摘さ
れているが、平成 29 年の改正において、少なくとも紙面上はこれが可能となったと考えらえる。一
方で、実費に係わる申請方法や手続きの煩雑さ、学校や保護者への周知徹底がなされているかといっ
た点において、大きな懸念があることも確かである。
一方で、現行の保護基準体系においては、子どもの健全育成に資する費用は「学校内教育費」に
対する配慮のみで十分であるという整理がなされている。住居費、食費・衣服費、住居費、また、
家族旅行や玩具など、住宅扶助、生活扶助で賄われる部分において、子どもと大人は別に扱われて
おらず、以前として、第 1・十分位との均衡のロジックで金額が設定されている。
岡部（2010）の「自律」の概念に基づけば、子どもへの支援は教育分野に留まらず、子どもの成
育全体を下支えすることが必要である。何故なら、子どもの対人関係能力や自己肯定感の育成は幼
少期からの子どもの育ちに関連すると考えられているからである。すなわち、高校卒業時点での「出
口支援」「教育支援」だけでなく、子どもの生活を長期にわたって支援しなくては、結果としての子
どもの将来の可能性を狭めてしまうこととなる。
さらに、子どもの権利条約に謳われているように、子ども自身の生活を重視する視点で見れば、
将来の経済的自立に役立つといった「経済の論理」に従わない項目であっても、子どもの権利とし
て認められるべきであろう。例えば、家族旅行に行ったり、クリスマスプレゼントをもらったり、
友人とゲームをするといったことは、子どもの生活の質を向上するために被保護世帯の子どもたち
にも保障することを検討してもよい。先に述べたように、平成 29 年の改正において、その金額や算
定方法に検討の余地があるにしても、児童養育加算という通常の生活扶助に加えて「特別な需要」
をみる項目にて、子どもの健全育成のためには、低所得層（第 1・十分位）ではなく、中位層の支出
レベルまでが生活保護制度にて保障されるべきであるという理念が組み込まれたことは意義がある。
最後に、本稿の課題を述べたい。本稿においては、あくまでも、金銭的な視点から、生活保護制
度における子どもの費用の扱いについて検討した。しかしながら、子どもの学力達成や高等教育へ
の進学といった事柄についても、被保護世帯の子どもはそれらに影響する金銭面に留まらないさま
ざまな不利を背負っている（岡部・長沼 2017）。例えば、保護者の DV や借金経験、低学歴（小林・
岡部・西村 2012）により保護者からの動機付けが欠如していたり、家事負担（林 2018）によって子
ども自身が進学、ひいては自分の将来について目を向けないといったことも指摘されている。被保
護世帯の子どもたちには、それだけ、手厚いケースワークと教育現場による実践が必要であり、金
銭面とソーシャルワークの両輪が揃ってこそ初めて子どもの健全育成が達成されると考えられる。
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